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角谷光一先生の略歴 と業績
崎 章 浩
角谷光一先生の略歴
明治大学経営学部数授,経 営学博士 ・角谷光一先生は,大正12年1月25日に東京市小石川でお
生まれになり,昭和24年3月に明治大学商学部商学科をご卒業後,(旧制)明治大学大学院(会計
学専:攻)に入学され,明 治大学経理研究所研究員をへて,昭 和32年に明治大学経営学部に専任講
師としてご着任された。その後,昭和35年に助教授,昭和41年に教授に就任され現在に至ってい
る。この間,昭 和51年から昭和52年には大学院経営学研究科峰営学専攻主任,昭 和52年から昭
和55年には経営学科長,昭 和55年から昭和57年には経営学部長,昭 和59年から昭和63年には
明治大学評議員などの要職を歴任され,大学の研究 ・教育活動の充実 ・発展のためにご尽力されて
きた。
先生はまた,学外におかれても昭和54年から昭和63年までの長期間にわたって日本会計研究学
会評議員として広 く学会の発展に貢献しておられる。
なお,先 生は昭和52年に 「営業費分析の研究一 経常的販売費分析を中心にして一 」 と題す
る論文によって経営学博士の学位を取得されている(ち なみに,こ の論文は昭和54年に 『営業費
の管理』 という標題で公刊された)。この他にも,本稿末に掲載しているように,多 数の著書 ・論
文などを発表され,現 在も精力的'に執筆活動を続けられておられる。
角谷光一先生の学説
先生 は,ア メ リカ ・ドイ ツ ・イギ リス ・旧 ソビエ トな どの国 々の原 価計算関係文献 に よる理論的
な研究だ けでな く,理 論研究 の成果 を補完 ・検証す るための,実 態 調査を含む実証的 な研究 など多
彩 な研究方 法を とられ てい る。 また,研 究対象 も製造領域 に とどまらず,販 売領域 ・一般管理領域
たるいわ ば営業領域 まで含めた広 範囲 な領域をその対象 に取 り上げ られ,さ らには ヨー ロッパ中世
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にまで遡って原価計算の史的研究を積み重ねてこられた。それだけではなく,その時々の最新の原
価計算撫 こも現 ず細 し研究の腺 こされている・ここでは・触 の多くρ研究咳果のな帥
ら,と くに先 生が研究 の重点を 置かれ てい る と思われ る5つ のテーマについ て紹 介 させていただ く
ことに した い。
1・ 原価,と りわ け計算原価
わ が国の原価計算 の理論 お よび実 務は第2次 大 戦後 アメ リカの影響をか な り受けて きてい る。 し
か し,戦 前 ・戦 後を通 じて学界 ・実 務界に影響を与 え,そ の基 盤iを形成 して きた のは ドイ ツの原価
計 算理論 ・実務 である。 この ことはわが国唯一 の原価計算 に関す る基準 であ るr原 価計算基準』 を
み ると明 々白々で ある。た とえば・ そのr基 準』 に 目され る原 価 の一般概念 を定義 してい る 「原価
の本質」 の規 定は,ま さに ドイ ツの多 くの原価計算文献 にみ られ る原価概念 を取 り入れた ものであ
・り,そ の影響が顕著 に現わ れてい る。
先 生は,最 初 の論文(「眼界原価に?い て」,経理知識,昭 和28年)の 題 目が示 してい'るよ うに,
研究 生活当初 よ り,わ が国の原価計 算理 論に多大 の影響を及ぼ して きた,ド イ ツの原価 計算理論 を,
それ もと りわ け原価概念 の文献研究 を,1つ の柱 にす え,そ の解 明に多大 の精 力を注いで こられた。
'周知 の よ うに
,ド イ ツではSqhpa31enbach,E.を創始者 とす る,伝 統的 な原 価概 念 と しての価値
的原価概念 と・ それを批判す るかたちで1958年にKQch,H・が提案 した収 庫的原価概念 とい う2
つ の原価概 念が対立 した まま今 日に至 ってい る。 先生は,そ の うちの価値的 原価概念,な かで も付
加原価Zusatzkostenと称 され る部分 に焦点を あてて研究 してお られ る。
Schmalenbachは原価 を 「給 付のため に消費 された財 の,原 価 計算上評価 された価値」 と定義 し,
それを費用に対応す る部 分 と対応 しない部分 とに区分 し,前者 を基 礎原価Gruhdkosten,後者を付
加原価 ど称 してい る。 この付加原価 は,そ の後計算原価kalkulatorischeKostenとも呼 ばれ る よ
うにな り,ド イ ツでは多 くの経営経済学 者に よって盛んに議論の対象 とされ る よ うにな った。'
先 生は,こ の計算原価が有す る企 業の実 体維持,経 営比較,価 格政策 な どの面 での有用 性を高 く
評価 され,「 ドイツ的計算原価種類 の 日本的 な ものぺの仕立 て変えをなん とか な しとげ」 「計算原価
的思考 をわが国実務界 の ごく一部 にで も根 づか さねば とい ったひそか な使命 感 を い だ くに い た っ
た」 と吐露 されて,計 算原価 の研究 の意 味 と実務へ の導入の必要性を熱心 に説 いてお られ る。
それは昭和37年 の論文 「原価,と くに計算原価 について」 に始 ま り,計 算原 価を含む原価概念
一・般 の理論的 な研究や わが国の企業 におけ る計算原価 の導入状況 な どに関す る実態 調査に よる実証
研究をへ て,昭 和54年 の論文 「計算原価論序 説一 計算原 価 とその論 及点 とを 中心に して一 一」
の なかでそれ までの研究成 果を要約 され,つ ぎの よ うに,自 説を披歴 してお られ る。
計算原価は多 くの経営経 済学者 に よ りい ろいろ な名称 の もとに議論が展開 され,ま た計算原価 に
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内包される原価の構成も各論者によってさまざまであるが,先生は,これらの問題に関して文献上
みられる種々様々の見解を詳細に検討された結果,計 算原価を 「要するに非支出原価であり,経常
的行使の原価(特殊原価にあらざる,かといって制度的原価でもない原価)で あって,対応する費
用の存在を見る原価群と対応する費用の存在を見ない原価群とからなる生産的価値費消」と定義さ
れ,こ の計算原価という概念を上位概念として位置付け,その下位概念として,費用と非同値の別
途原価Anderskostenと対応する費用項 目が皆無の付加原価とを置いて体系化し,前者に計算:減価
償却費,計算利子,計算企業危険,後者に計算企業家賃金,計 算空間利用損料を分類 し,用語の統
一,構成内容の整理を図っておられる。
2.原 価 計 算 史
先生は理論研究 に とどまらず史的研究,つ ま り原価計算 史の研 究に も熱心に取 り組 まれ ている。
それは,.論文数 だけ では な く,最 初 の本格的 な研究書 であ るr原 価計算研 究』 の第1章 「原価計算
の噛矢的 なひ とこま」か ら第6章r限 界原価計算 ・差別原価 計算 ・直接原 価計算史略 一 そ の2」
まで前半6章 を原価計算史 の執筆 にあて られ ている ことをみて も明 らか であ る。
そ こでは,生 成 ・発展 の判断基準 として のメル クマールを明示 した うえで,メ デ ィチ家の記録,
プラ ンタ ン印刷所 の史料 の紹介 ・分析に始 ま り,ヨ ー ロ ッパを中心 にルネ ッサ ンス期前後 の製造間
接費計算 の系譜を辿 り,ド イ ツ ・アメ リカにおけ る標準原価 計算(計 画 原価計算)の 生成 ・発展を
跡付け,さ らには イギ リスの限界原価計算 の黎 明期 か ら ドイ ツの限界原価 計算を視野に入れつつ,
第2次 大戦前1後 のアメ リカの差別原価計算 ・直接原価計 算の生成 ・発 展について文献史的 サイ ド
か ら資料 にあ くまで も忠実 に依拠 しつつ克 明に研究 してお られ る。
なか で も,先 生は,標 準原価 計算史 の解 明に と くに傾 注 され てい る。 とい うの も,同 上研究後,
r原価計算研究』 のなかの標 準原価 計算史に関す る研究成果を前編(そ こでは,ア メ リカの標準原
価計 算の生成期 を1910年代末 と結 論付 けてお られ る)と して位置付け,そ の後編 と して,確 立期
(1930年代 初頭)以 降第2次 大戦 までの史的変遷 に関す る論文 「標 準原価 計算小史稿 とくに標
準 原価計 算のその 「確立期」 を 中心 と した歩み につ いて一 」 を公表 してお られ る。 そ こでは,
TheAccountingReview,TheJournalofAccountancy,N.A.C.A.Bulletinの3誌か ら確立
期 の標準原価計 算関係の論文 を収集 し,そ の概要 ない しは重要 な箇所 を紹 述 し,私 見を述べ るかた
ちで,文 献史的な側面か ら標準 原価計算 の史的展 開を尋ね られてい るのであ る。
また,先 生は,「明治大学社会科学研究所」 の特別研究 として,営 業費会 計 と特殊原価調査 につい
て,そ の生成 ・確立期 を中心 に文献史的 に研究 され て い る。 そ の さい,前 記 の3誌 にHarvard
BusinessReview誌を加 えた4誌 か らそれ ぞれに関係す る論文を抜 出 して分類 ・整理 されてい る。
先生は,こ うした一一連 の原価計算史め研究成果を将来r原 価計算史』 と題 して公刊す る ことを念
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顧 されてい る との ことであ る。
3・配給 費計算か ら営業 費会計ヘ
オ'イル?シ ョック以降わ が国 の企業 ではマ ーケテ ィ ングが非常 に重要視 されて きてい る。 それ に
と もない,製 品の総原価 に占め る企業 の マーケテ ィング ・コス ト(営業費)の 割合は増大 し,製 造
原価 に匹敵す る重要 な原価 要素 とな った。 しか も,製 造原価 に関 しては標 準原価計算 あ るいは原価
企画 な どの管理 手法 に よ り原価 管理がか な り徹底 して きてい るのにたい して,営 業費は い まだ十 分
に管理 されてい る よ うな状況 には至 って いない よ うに思わ れ る。 この よ うな意 味で,営 業費は 原価
計算 の分野 におい て現在 注 目され てい る研 究領域 の1つ といえ よ う。
先生は,上 記 した よ うに,昭 和52年 に 「営 業費分析 の研究 一 経常的販売費 分析を中心 に して
一 」 と題す る博士論文 を纒 め られ,そ れを昭和54年 にr営 業費 の管理 』 とい う書名の もとに公
刊 され てお られ る。しか しこの営 業費 の問題 に関 しては,昭 和32年 に論文 「配給 原価分析 の再吟 味
一 特 に純 益法 と:貢献差益法 との比較研究 の1つ の試み と して一 」 を公表 してお られ るよ うに,
配給 費 ・配給原 価 と称 された時 代 よ り研究対 象の1つ に取 り上 げ られ,爾 後,実 態 調査を含め て,
現在 に至 るまで長期間にわた って研 究 してお られ る。
先生は,学 位 論文 ・『営業費 の管理』 にみ られ るよ うに,管 理 可能利益法,と りわけ標 準管理 可
能利益法 に よる販売費 の管理 と,昭 和32年 の論文 にみ られ る純益 法 ・貢献差益法 に よ る 意思決定
へ の役立 ち とい う点 に重点 を置かれ て分析 してお られ る。 そ こでは,そ れぞれ の手法 の メ リッ ト・
デ メ リッ トが詳細 に比 較検討 され,ま た営業費(販 売費)分 析 が製品 ・地 域 ・得 意先 ・支 店 ・セ ー
ル スマ ンな どのセ グメ ン ト別 に実施 され るべ きであ るとい うことと,各 種 の分析方法 が併 用 され る
べ きであ る とい うことを強調 され,両 者 を以下 の よ う・に組合せ,そ れぞれ につ いて数値 例を用 いて
具 体的 に詳述 してお られ る。
轡 納嚇 販売組戦 コ ー=纂 理可錐利益羨
一 総 益 法
製 品 品 種 一 一 売 上 差 益 法
一 純 益 法
籠 ∴ ∵ 讐1一 貢献差益法
つ ま り,先 生は,実 践科学 と しての原 価計算 の性格 か ら,実 践 における理論 の適用可能性 を重視
され,し たが って,こ の営業費会計 の分析にみ られ るよ うに,理 論 的な研 究に とど まらず,実 際 に
数値例 を適用 され てその有用性を検証 してお られ るわ けで ある。
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4.実 体的原価 管理
原価 管理 とい う語は通常広狭2つ の意味 で解釈 されてい る。 す なわ ち,狭 義には,所 与 の経営諸
条件の もとで実施 され る,主 と して標準原価計算に よる現場 の作業管理,い わゆ る コス ト・認ン ト
ロールの意味で用い られ るのにたい して,広 義には,経 営諸条件 の改善に よる原価それ 自体 の引下
げ,い わゆ る コス ト ・リダ クションと狭義 の原価管理 である コス ト・コン トロール とか らな るコス
ト・マ ネジメ ン トの意味で用い られてい る。
しか し,先 生は,こ の広義の原価管理 を中間義的 な解釈 である と指摘 され,広 義 の見解 と して,
つ ぎの ような原価管理全体 の構成 を考え られ,そ れぞれ の要素 につ いて以下 の よ うに述べ てお られ
る。
…燃 欝 縣lll焉無 よ_
計算的 原価管理 については,そ れ が制度的計算的原価管理 と非 制度的計算的原価管理か らな り,.
前者は実際 原価 計算制度方式 と標準原価計算制度方式,後 者は実際原価分析方式 と標 準原価分析方
式か ら構成 ・実施 され ると述べ られ,さ らにそれ以外 の計算的原価管理手法 として,標 準直接原価
計算,人 的資源会計,活 動原価計算,限 界価格原価計算,パ ー ト・コス ト会計 な どを挙 げてお られ
る。
諸他 の個別総合的 ア プローチによる原価管理 につい ては,OR的 ア プローチ,VE的 ア.ブローチ
お よびIE的 アプ ローチをその代表的 な原価管理 手法 と して挙げて詳述 されてい る。
しか し,先 生 の原価管理 に関す る記述 のなかで もっとも特徴的 な点は,上 記 した よ うに,原 価管
理 を広義 に解釈 し,実 体原価管理をその構成要素 に包含 してい ることであ る。 その ことに よって,
よ り効果的 な原価 管理 の実現 を企図 されてお られ る。 先生 に よれば,実 体原価 管理 とは,「原価低
減 ・(原価)引 下を 目ざ して,あ るいは また原価低減 ・引下の効果を も引出 し享受 しうる よう,制
度的に も非制度的 に も実施せ られ る原価 管理」 であ り,1「総 合的 アプ ローチ的諸技法に よら ざ る原
価管理 なのであ って,た だ原価低減 ・引下 が とにか く企 図 されてい る点では総合的 アプ ローチ とは
なん ら選ぶ ところはない。 こ う筆者は思考す るがゆ えに,実 体原価管理を 内包せ しめた 当の原価 管
理全体を もって広義 の原価管理 と した次第であ る。」,と。先生は さ らに,こ の実体 原価管理 が制 度
的実体原価管理 と非制度的実体原価管理 とか ら構成 され る とされ,そ れぞれ の諸施 策 と して,前 者
には作業管理制度,提 案制度,検 査制度,幽管理元制度,成 果配分制度 な ど,後 者 には原価 意識の高
揚,作 業 監督 の強化,職 場規律 の遵守,時 間意識の高揚,職 場環境 の整備 な どを列 挙 してお られ る。
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5.ABC
先生は,近 年,ア メ リカ ・ドイ ツ ・日本の実務界 ・学 界な どで もっ とも注 目され てい る原価計 算
技法 の1つ であるABC(活 動基準原価計算)あ るいは プ ロセ ス原価計 算 と呼ば れ る新た な手法 に
積 極的 に取 り組 まれてい6(も っと も,先 生はす でに昭和60年 に,Staubusの見解 を中心に して,
ABCの 起源 と して位置付 け られ る活 動原価 計算について詳述 してお られ る。)。こ うした技法は,
消費者 ニーズの多様化 と,そ れに応 え るための,画 期的 な技 術進歩,i場 のFMS化 ・FA化の進
展 による,多 品種中少量生産化 に ともな う間接的 な作業(職 能)の 増 加に よって急激に増大 して き
た製造間接費 をいか に して正確 に製 品に配賦す べ きか とい う問題(す なわ ち,製 造間接費 の配賦 の
精緻化)を 解 洗す るために提 案 され て きた原価計算技法 であ る(現 在 では,製 品 の収益 性分析へ の
有用性 を中心 に議論 されてい ると看 取 して大過は ない。)。
ところで,こ れ まで の研究を概観 してみ る と,ABCは,ア メ リカ ・ドイ ツ ・日本 のいずれ の国
において も,主 として生産過程 を中心 に議論 され て きてい る。 しか し,先 生は,視 点を変 え られ,
「マーケテ ィングは,一 般論 として申 して,す ぐれて間接費発 盈の職能 といいえ よ う。 ゆえに,か
か る活動へ のABC技 法の よ り広範 な適用が可能 と思われ,ほ かに効:果の抜群 な る収益 性測定 や原
価管理や意 思決 定の手だ てがないだけに,積 極的 に採用 ・行使 さるべ きであ る」 と述べ られて,マ
ーケテ ィングの領:域に焦点をあてて研究を進め られてい る。.
しか し,ABCは 最近 のア メ リカお よび 日本 においてそ の有用性が疑 問視 され る見解が表 明され
てきてい るこ とも事実 であ る。先生 もまた最:近の論稿(平 成4年 公表)に おい て,活 動 の細分化 の
必 要性 と各活動 の コス トドライバ ーの探 求の困難 さ,要 素 活動 の設定に ともな う活動個別費 の確定
の困難 さの増大 と活動共通費 の輯綾化,絶 対 額 の増 加な らび に共通費配賦 の煩雑 さ ・恣意性 の増加
な ど解決すべ き問題 が山積 され てい ると指摘 され,そ の論 稿 の最後 の部分に 「ともあれ,ABCは,
い まは まだ実質的にはいわぽr提 案的理論』 の とば 口に さ しかか ったばか りの技法 であ り,し たが
って実践 的な技法 とい うにはほ ど遠い」,と述懐 してお られ る。
角谷光一先生の業績一覧
著 書
1.単 著
昭和34年4月 現代原価計算の手引 経林書房
昭和41年4月 原価計算研究 税務経理協会
昭和42年12月 現代原価計算 中央経済社
一 角谷光一先生の略歴と業績 一201
昭和44年1月 販売費分析 日本経営出版会
昭和54年10月 営業費の管理 中央経済社
昭和55年3月 工業簿記の手ほどき 同文舘
昭和62年1月 現代原価管理の基礎 同文舘
平成3年4月 現代原価計算の基礎 中央経済社
2.共 著
昭和39年5月 簿記理論ど問題演習 中央経済社.
昭和47年3月 予算統制の基礎 中央経済社
昭和58年4月 大学簿記教程 白桃書房
3.共訳書 .
昭和36年5月 管理会計の実際 泉文堂
昭和38年7月 マネジメ・ソトに役立つ会計 税務経理'協会
論 文
1.単 著
昭和28年12月・限界原価について 経理知識 明治大学経理研究所
昭和31年7月 中世紀における原価計算の一断章 経理知識 明治大学経理研究所
昭和32年1月 ソ同盟における簿記計算制度の発達 経理知識 明治大学経理研究所
亘 月 配給原価分析の再吟味一 特に純益法と貢献差益法との比較研究の一つの試み
として一 経理知識 明治大学経理研究所
昭和33年5月 ソ同盟における原価及び原緬引下げについて 経営論集 明治大学経営学研
究所
8月 オー トメーションと原価計算担当者 経営セミナー 経営書房
11月 配給原価計算へり若干の指針 簿記 中央経済社
昭和34年1月 管理会計の系譜(1)経 営セミナー 経営書房
2月 管理会計の系譜(2)経 営セ ミナー 経営書房
9月 販売業務会計の領域 税経通信 税務経理協会
11月 ソ連邦における価格とその周辺 経営論集 明治大学経営学研究所
昭和35年1月 総 原価計算の実施方法 税経通信 税務経理協会
2月 原価評価論序説 経営技術 穂波書房
昭和36年3月 ソ連邦における原価計算 経営論集 明治大学経営学研究所
9月 ソ連邦の原価計算基準 税経通信 税務経理協会
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昭和37年2月 原価,と くに計算原価について 経営論集 明治大学経営学研究所
2月 製品別利益測定のための製造間接費会計 経営公論 経営公論社
5月 中小企業原価計算制度の欠陥と補正 税経通信 税務経理協会
8月 中小企業と原価計算制度(1)先 見経済 濡話会
9月 中小企業と原価計算制度(2)先 見経済 清話会
10月 中小企業と原価計算制度(3)先 見経済 清話会
10月 多品種セールス費の原価配賦手続 説経通信 税務経理協会
昭和38年1月 ジョイント・コス ト分析の経営意思決定能力 経営論集 明治大学経営学研
究所
10月 流通革命下における営業費会計の問題点 税経通信 税務経理協会.
10月 製造間接費計算の系譜 経営論集 明治大学経営学研究所
昭和40年1月 生産性向上における利潤要素 産業経理,産 業経理協会
2月 標準原価計算の再検討 経営教室 税務経理協会
10月 労務課のための賃金会計 労働法学研究会報 総合労働研究所
昭和41年4月 事業部制における費用節減についての一考察 産業経理 産業経理協会
昭和42年1月 配給原価計算にっいて一 その大体の現代像への模索と生成のひとこま一
経営論集 明治大学経営学研究所
3月 中小企業における原価計算一 その実態調査報告の一端一 明治大学社会科
学研究所紀要 明治大学社会科学研究所
昭和43年4月 管理会計におけうレリバンス概念 企業会計 中央経済社
10月 付加価値配分と労務費 労働法学研究会報 総合労働研究所
昭和44年6月 企業生産性と企業賃金 産業経理 産業経理協会
7月 原価管理の新展開 税経通信 税務経理協会
7月 マーケティング三コス ト論 マネジメント・ガイ ド 産業能率短大
11月 業績評価会計と責任会計 産業経理 産業経理協会
昭和45年8月 労務管理と付加価値 企業会計 中央経済社
8月 販売予測のあ り方についての若干の考察 税経通信 税務経理協会
10月 販売業績評価会計試論 産業経理 産業経理協会
昭和47年2月 計画 ・統制のための標準原価情報の再検討 企業会計 中央経済社
昭和48年11A計 算原価についての実態調査 原価計算 企業経営協会
昭和49年3月 計鈴原価の研究のための若干の覚書 明治大学社会科学研究所紀要 明治大
学社会科学研究所
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6月'価 値的原価か収支原価か 経営計画'企 業経営協会
12月 事業部制下の補助部門費管理 経営実務 企業経営協会
昭和52年2月 「原価の一般概念」論序説(1)経 営実務 企業経営協会
3月 「原価の一般概念」論序説(2)経 営実務 企業経営協会
3月 短期利益計画策定と予算編成 経営計画 企業経営協会
昭和54年3月 計算原価論序説 経営論集 明治大学経営学研究所
9月 販売部門の業績評価 体系近代会計学第5巻 中央経済社
昭和58年10月 プロジェクト・コスト・コントロール序説 経営論集 明治大学経営学研究
所
昭和59年3月 無効費用とその計算の有用性 明治大学社会科学研究所紀要 明治大学社会
科学研究所
昭和61年1月 原価計算の史的研究一 とくに配給原価計算の確立期を規定するために一
明治大学社会科学研究所年報 明治大学社会科学研究所
昭和63年3月 標準原価計算小史稿一 とくに標準原価計算のその 「確立期」を中心とした歩
みに?い て一 明治大学社会科学研究所紀要 明治大学社会科学研究所
平成4年7月 活動基準原価計算に関する一考察 張忠植博士還暦記念論文集 檀國大学校出
版部
2.共 著
昭和60年6月 活動原価計算序説 経営論集 明治大学経営学研究所
3.監 修
昭和52年5月 資本コスト論序説(1)原 価計算 企業経営協会
6月 資本コスト論序説(2)原 価計算 企業経営協会
8月 資本コスト論序説(3)原 価計算 企業経営協会
9月 資本コス ト論序説(完)原 価計算 企業経営協会
学 会 報 告
昭和33年 日本会計研究学会第17回大会
『'「 配給原価会計への若干の指針一 一とくにそのうえで扱われる諸利益概念の効
用論を中心として一 」
そ の 他
昭和29年4月 標準原価の再検討(上)(訳文)経 理知識 明治大学経理研究所
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8月 標準原価の再検討(中)(訳文)経 理知識 明治大学経理研究所
昭和30年1月 標準原価の再検討(下)(訳文)経 理知識 明治大学経理研究所
昭和46年4月.会 計学用語辞典(共編 ・著)・ 掌文社
昭和52年5月 原価計算ハンドブヅク(第2編 第5章)税 務経理協会
